
 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画 

 

      社員が仕事と子育てを両立させることができ、ワークライフバランスを整え、すべての

社員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間 2026年 1月 1日～ 2030年 12 月 31日までの 5年間 

 

２. 内容 

 

 

 

＜対策＞ 

・育児休業・産後パパ育休に関する情報の提供 

  ・育児休業中の社員の職業能力の維持・向上等、育児休業を取得しやすく、職場復帰 

しやすい環境作りを検討する。  

  ・社員に対して、育児・介護休業等の制度について、周知徹底および定期的な研修を 

行うことにより、制度の理解を深めると共に、その積極的な活用を推進する 。 

 

 

 

＜対策＞ 

・年次有給休暇取得を促進する。 

・属人化を排しバックアップ体制を強化するなど、有給休暇を取得しやすい職場環境作 

りに努める。 

 

 

 

＜対策＞ 

・生成 AIの導入・研修など DXを推進し、生産性を向上させる。 

・業務遂行に関する E-learningを実施し、生産性を向上させる。 

・残業時間の社内公表による時間削減意識の啓発を行う。 

 

目標１: 計画期間内に、育児休業の取得率を次の水準以上とする。 

女性社員…100%維持、男性社員 50%以上（いずれも希望者） 

目標２： 社員の有給休暇取得率について、年平均65％以上を目標とする。 

 

 

 

目標３: 全社員の残業時間を月平均 20時間以内とする。 


